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日・豪・NZ地方自治体フォーラムの開催
－持続可能で活力ある地域社会に向けて－

シドニー事務
所
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（一財）自治体国際化協会シドニー事務所　所長補佐　宮内　優希 （山梨県北杜市派遣）

クレアシドニー事務所は、日本、オーストラリアおよ
びニュージーランドの地方自治体が直面している共通の
課題をテーマに、事例発表や意見交換を行う「クレア
フォーラム」を毎年開催しています。
本稿では、「持続可能で活力ある地域社会にするために

（Sustainable and Thriving Communities）」というテー
マの下、2026年 3月 4日に開催した 2025（令和７）
年度のフォーラムの概要をご紹介します。
当日は、当事務所の３人の所長補佐が、日本の自治体

の事例を紹介したほか、ゲストスピーカー２人から、豪
州の自治体の事例が報告されました。

山梨県北杜市の事例
山梨県北西部に位置する北杜市では、産官学連携の特

産品開発プロジェクト「食杜北杜」が実施されています。
市が調整役となり、地元の高校生と事業者をつなぎ、両
者の連携による特産品開発を後押ししています。高校生
は、地域の資源や魅力への理解を深めながら、実践的な
企画力を身につけることができ、事業者は、若者の新し
い発想を取り入れた新商品開発が可能です。これまでに
約100種類の商品が開発され、地域ブランドの知名度向
上にも寄与しています。既存の地域資源を活用した新た
な特産品による地域経済の活性化、さらには、地域の将
来の担い手の育成にも資する取り組みとなっています。

バサースト市の事例
バサースト市は、シドニーから約180kmに位置する人

口約4.4万人、面積約3,800㎢の自治体です。近年、人
口が増加傾向にあり、それを持続させるための多様な施
策を展開しています。観光での訪問を将来的な移住につ
なげられるよう、地域ブランドの確立やイベントの充実
を図っているほか、住民との対話も重視し、住み続けた
いと思える地域づくりを進めています。また、若者が政
策形成やイベント企画に参画するユースカウンシルを設
置し、地域経営への若者の主体的な参画を促しています。
さらに、姉妹都市交流や多文化共生の推進により、地域
の多様性を高めつつ、地域コミュニティーの結束強化に
もつなげています。

オンラインにて
発表する様子

愛媛県の事例
愛媛県では、もともと生活インフラとして整備された

「しまなみ海道」の潜在的な価値に着目し、観光誘客のみ
ならず、持続可能な地域づくりを目指した取り組みを進
めています。サイクリングルートとしての認知度向上に
向けたブランディングやプロモーションを推進するとと
もに、安全で快適な走行環境の整備にも取り組み、ソフト・
ハードの両輪で施策を展開しています。特に、「サイクリ
ングしまなみ」の開催は、地域の魅力発信と交流促進に
大きく寄与しています。「しまなみ海道」の認知度や評価

「食杜北杜」
の商品開発の
流れ
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の高まりに伴い、沿線に新たな民間投資が相次ぐなど、
持続可能な地域づくりの好循環が生まれています。

しまなみ海道
について

岡山県の事例
岡山県が岡山市と共同で毎年開催している「おかやま

マラソン」では、高校生や地域コミュニティーを中心に、
毎年約5,000人が運営ボランティアとして活躍していま
す。ボランティアとしての参画は、地域社会とのつなが
りを深める契機となるだけでなく、社会参画意識の醸成・
向上にもつながっています。また、エイドステーション
の食品や完走メダルに地域の特産品や伝統的工芸品を活
用することで、地域の魅力を発信する機会ともなってい
ます。行政が住民や各種団体、地元企業と連携し、地域
一体となってイベントを創り上げることにより、住民の
地域に対する誇りを高めながら、経済効果の創出にもつ
なげています。

パークス市の事例
パークス市は、シドニーから車で約5時間の距離にあ

る人口約1.5万人、面積約6,000㎢の自治体です。夏季
の観光需要の低さが課題となる中、同市は1992年に開
催されたエルヴィス・プレスリーの誕生日を祝うイベン
トの可能性に着目しました。市が関係者をつなぎ、住民
や事業者、ボランティアが主体的に関わるようになって
いくにつれ、イベントの規模は徐々に拡大し、現在では
5日間で2.5万人以上が訪れる「Parkes Elvis Festival」
として開催されています。人口を上回る来場者により、

飲食、宿泊、小売りなど、幅広い分野で経済効果が生ま
れているほか、飲食店や宿泊施設の整備など、新たな民
間投資も進み、地域全体の活性化にもつながっています。
また、住民が主体的に関わることで、地域への誇りや愛
着が育まれ、コミュニティーの結束を強化する役割も果
たしています。行政が関係者をつなぎ、既存の取り組み
を発展させることが、持続可能な地域づくりにつながる
ことが示されました。

「Parkes Elvis 
Festival」に
ついて紹介す
る様子

まとめ
いずれの事例も、地域の特性や魅力を把握・理解した

上で、行政が住民や事業者と連携して地域の価値向上に
取り組んでいる点が共通しており、こうした取り組みが、
持続可能な地域づくりに寄与していることが示されまし
た。また、行政が地域の関係者をつなぎ、協働を促進す
る触媒としての役割を担うことが、取り組み、ひいては
地域の持続可能性を高める上で重要であることも確認さ
れました。
国や地域ごとに自治体を取り巻く制度や環境は異なる

ものの、自治体が直面する課題には共通点が見られます。
こうした共通課題に対し、国境を超えて、自治体関係者
がそれぞれの知見や考えを共有することは、新たな視点
や示唆を得る貴重な機会となり、各地域の取り組みの深
化やさらなる発展に資するものです。加えて、こうした
交流は、相互理解や友好関係の強化につながる点でも、
大きな意義を有しています。
フォーラムのより詳細な内容については、当事務所の

ホームページ（以下QRコード）をご覧ください。
2026（令和８）年度の「クレアフォーラム」につき

ましては、詳細が固まり次第、当事務所のホームページ
やSNSでお知らせいたします。オンラ
インでの参加も可能となっております
ので、ぜひご参加ください。
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